（様式１）
番　　　　　　号　
平成　年　月　日　
　青森県知事　　　　　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　印　
電　話　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２５年度青森県食品産業地域力強化対策事業実施申込書
　平成２５年度青森県食品産業地域力強化対策事業公募要領の内容を了承し、下記の関係書類を添えて申し込みます。なお、提出書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
記
　提出書類
　　事業実施計画書（様式２）
　　経費積算書（様式３）
　　申込者の概要が分かるもの（定款、直近の収支決算書の写し、会社案内等）
　　機械設備に係る見積書の写し

　　機械設備の設置状況が分かる工場等の平面図

　　その他必要と認められる書類
　　
（様式２）
青森県食品産業地域力強化対策事業実施計画書
１　申込者の概要
	(ふりがな)

事業実施主体の名称
	
	代表者 役職名
　　　氏　名
	

	主たる事務所の所在地
	（〒　　　－　　　　）
　
	電話番号
	

	
	
	ＦＡＸ番号
	

	種　　　類
	
	事業内容
	

	業　　　種
	
	
	

	設立年月日
	
	
	

	資本金（出資金）　①
	
	
	

	常時使用する従業員数
	
	
	

	構成員（出資者等）氏名
	業 種
	事業実施主体における役職名
	
	
	直近３年の当期経常利益

	
	
	
	出資金 ②
	出資等比率②÷①
	

	
	
	
	千円
	％
	平成　　年度
	千円

	
	
	
	
	
	平成　　年度
	千円

	
	
	
	
	
	平成　　年度
	千円

	
	
	
	
	
	


１　「事業実施主体の名称」には、上段にふりがなを付けること。
２　「種類」の欄には、「農業協同組合」、「森林組合」、「漁業協同組合」、「株式会社」、「合名会社」等のほか、事業協同組合等にあっては根拠法に基づく正式 名称を、その他農林水産物の生産、加工等を営む任意団体及び農作業の共同化等を行う任意団体にあっては「任意団体」と記入すること。
３　「業種」の欄には、日本標準産業分類における業種を記入すること。
４　「事業内容」の欄には、定款又は規約等で定める事業内容の全てを記載すること。
５　太枠内の「構成員（出資者等）氏名」の欄には、その全てを記入すること。ただし、構成員が法人の場合は、法人名及び代表者名を記入するとともに、該当する事項を記入すること（事業実施主体が事業協同組合等の場合の組合員を含む。）。また、「株式会社」等にあっては、「出資者」等を記入すること。
６　太枠内の「事業実施主体における役職名」の欄には、農事組合法人は「理事」、株式会社は「取締役」、合名会社、合資会社等は「代表」等と記入すること。

２　申込者の業務内容

	業務の内容
	


　　申込者の現在の主な業務内容について、地域の農林水産業や食品製造業との関わりを含めて記入すること。

３　事業の目的及び効果
	事業の目的
	

	事業の効果
	


　１「事業の目的」は、本事業により取り組もうとする事業の目的を記入すること。

　２「事業の効果」は、本事業の実施によって得られる効果について、地域の農林水産業や食品製造業との関わりを含めて具体的に記入すること。

４　雇用計画
	区　分
	１年度目
（平成　　年度）
	２年度目
（平成　　年度）
	３年度目
（平成　　年度）

	新たな雇用者数
	人
	人
	人

	雇用の考え方
	雇用形態：

従事する内容：


　　１「新たな雇用者数」は累計人数を記入すること。

　　２「雇用の考え方」には、「新たな雇用」に該当する雇用者の雇用形態及び主な従事内容について記入すること。
５　農林水産物の使用目標
	区　分
	現　状（ａ）

（平成　　年度）
	１年度目
（平成　　年度）
	２年度目
（平成　　年度）
	目標年度（ｂ）
（平成　　年度）
	増　　減

（ｂ）／（ａ）

	主な農林水産物の使用量①
	数量
	数量
	数量
	数量
	数量　　　　　％

	
	金額
	金額
	金額
	金額
	金額　　　　　％

	
	　県産原料の使用量②
	数量
	数量
	数量
	数量
	数量　　　　　％

	
	
	金額
	金額
	金額
	金額
	金額　　　　　％

	
	　県産原料の使用割合③

　（②／①）
	数量
	数量
	数量
	数量
	数量　　　　　％

	
	
	金額
	金額
	金額
	金額
	金額　　　　　％


　１　「現状（ａ）」は事業実施年度の直近の事業年度とし、「目標年度」は事業実施年度の翌年度から３年度目の事業年度とすること。

　２　「県内からの調達量」は、県内の農林漁業者、販売業者、食品製造業者等から仕入れた原材料について記入すること。

　
６　機械設備の整備計画等　　事業実施主体（管理主体）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　事業実施場所（住所）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）機械設備の設置
	機械設備名
	用　途
	竣工（購入）

予定年月日
	設置台数
	単　価
	金　額
	規格・型式
	処理能力
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）機械設備の利用計画
	機械設備名
	商品・農作物名等
	月　　別　　利　　用　　計　　画
	年間処理
・生産量

	
	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１　複数の機械・施設を導入する場合は、機械・施設ごとに記載すること。
２　複数の農林水産物について利用する場合は、農林水産物ごとに記載すること。
３　月別利用計画の欄については、原則として、その処理量を記載すること。
７　重複申請の有無等

（１）重複申請の有無　　　有　　・　　無

（２）申請中の事業名及び事業概要
	


８　今年度既に採択が決定及び実施している事業の名称及び概要

	


（様式３）
経　費　積　算　書
                                                                 （単位：千円）
	区　　分
	
	備　考

	
	事 業 費
	県補助金
	 自己負担
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	


　１　備考欄には、経費積算の根拠を記載してください。
  ２　補助金の交付決定前に支出される経費は、自己負担となります。



太枠内は事業実施主体が農林漁業者団体である場合のみ記入する











